
 
 

施設名称 （仮称）新ごみ処理施設

建設予定地 有田市宮原町須谷地区

①規　　模：55t/日（27.5t/24h×2炉）

②処理方式：全連続式ストーカ方式

③その他  ：余熱利用設備

①規　　模：17.6t/5h

（不燃ごみ・粗大ごみ12.9t、プラスチック類4.7t）

②処理方式：不燃ごみ・粗大ごみ－破砕・選別

            プラスチック類－破袋・選別・圧縮

①形　　式：ロードセル式

②数　　量：2基（搬入用1基、搬出用1基）

管理棟、駐車場、植栽、外灯等の外構設備、

防犯設備（監視カメラ）

稼働開始時期 令和13年度（予定）

施設概要

焼却施設

資源化施設

計量機

その他施設・設備

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

    

4．事業方式の概要 １．業務の目的 

新ごみ処理施設建設事業に係る PFI等導入可能性調査報告書（概要版） 

有田周辺広域圏事務組合では、新ごみ処理施設建設事業を経済的かつ効率的に

実施するために、PFI 方式等の導入の可能性について調査し、本事業に最も適し

た事業方式について検討するものとしました。 

事業方式は、従来型の公設公営方式と

PPP（民間連携）手法があります。PPP手

法では、事業手法に応じて民間事業者の

行う業務範囲は異なり、基本的な考え方

については、地方公共団体と民間事業者

の役割分担とリスク分担に基づき、公共

事業で従来実施されてきた、設計、建設、

運転、維持管理等の個別業務の分離発注

ではなく、民間事業者に包括的に業務を

行わせることによる事業の効率化を図

ることにあります。 

２．調査の手順 

本事業における民間活力を取り入れた事

業方式の導入の可能性を検討するため、まず

事業方式の概要を整理し、近年の導入状況を

把握しました。次に整備する施設の概要や事

業期間等の条件を設定したうえで民間事業

者に対して意向等のアンケート調査を実施

し、事業方式ごとに定量的評価及び定性的評

価を行って総合的に評価するものとしまし

た。 

本事業に対する民間事業者の参入意向を確認するとともに、事業方式として PFI

方式等の導入が可能かどうか市場調査を行いました。 

新施設の概要を以下に示します。 

6．民間事業者参入意向等の把握 

３．整備する新施設の概要 

5．近年の廃棄物処理施設整備に係る事業方式の導入状況 

国内の廃棄物処理施設整備（ごみ焼却施設）に

おける近年 5 か年の事業方式の導入状況につい

て、各地方公共団体のウェブ等で公表されてい

る情報に基づき整理を行いました。 

各年度における事業方式の導入状況は、DBO方

式での導入実績が最も多くなっています。 
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主な調査項目 回答

 ①事業条件を踏まえた参入意欲について
 参入意欲あり　1社
 条件が整えば参入したい　3社
 参入意欲なし　18社

 ②希望する事業方式

 DB方式　   3社
 DB＋O方式　4社
 DBO方式　  4社
 BTO方式　  1社

 ③希望する運営期間
 10年間　1社
 15年間　0社
 20年間　3社

・事業方式の種類と特徴
・近年の廃棄物処理施設整備に係る事業方式の導入状況

1．事業方式の概要

・アンケート調査

2．民間事業者の参加意向等の把握

・定量的評価
・定性的評価

3．事業方式の評価

4．総合評価

事業方式 設計施工・建設期間 運営・維持管理期間

公設公営方式 地方公共団体の
公共工事として発注

地方公共団体職員による運営管理

運営管理委託 運営管理委託

保守点検委託 保守点検委託

共用開始１年目 共用開始２年目 ３年目以降
(または）

運
営
管
理

PPP手法

指定管理者
地方公共団体の
公共工事として発注

地方公共団体の
公共工事として発注

指定管理者を指定
運営・維持管理・保守点検
を指定管理者が実施

指定管理者の
指定

３～５年間 ３～５年間

（事業者選定を個別に実施）

ＤＢＯ方式
(公設民営方式)

長期包括運営委託
（15～20年の運営・維持管理・保守点検委託）

（建設請負業者、長期包括運営受託者を一体的に選定）

ＰＦＩ方式

・BTO方式
・BOT方式
・BOO方式

民間事業者（PFI事業者）が設計・整備・運営・維持管理等を一括して受注

建設はPFI事業契約
の中で「民間工事」
として実施

PFI事業契約の中で、15～20年の
運営・維持管理・保守点検を実施

以降
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各事業方式における定性的評価結果を下表に示します。◎を 3 点、〇を 2

点、△を 1 点とした場合、公設公営方式が 22 点、DB＋O 方式が 28点、DBO 方

式が 30 点、BTO 方式が 22 点となりました。 
 

8．定量的評価 

各事業方式における VFM の算出結果を下表に示します。VFM の算定結果は、

公設公営方式と比較して DB+O方式では 2.7％、DBO 方式では 4.5％、BTO 方式

では‐5.8％となりました。 

10．総合評価 

VFM とは、従来型の公設公営方式で事業を実施した場合の公共の総支出額

（PSC）と PFI 方式等で事業を実施した場合の公共の総支出額（PFI-LCC）との

差のことです。 

公設公営方式

（PSC)

◎ 〇 〇 △

◎ 〇 〇 〇

〇 ◎ ◎ ◎

△ ◎ ◎ ◎

△ 〇 〇 〇

△ ◎ ◎ ◎

〇 〇 〇 △

◎ ◎ ◎ △

〇 〇 〇 △

△ 〇 〇 〇

〇 〇 ◎ △

△ 〇 ◎ 〇

◎（3点） 3 4 6 3

〇（2点） 4 8 6 4

△（1点） 5 0 0 5

計 22 28 30 22

　事業実施の透明性の確保

　地元経済への還元

　施設に係るリスクの分担

　事業の適切な監視体制

定性評価

　計画的かつ柔軟な維持管理運営

　許認可⼿続きへの対応

　資⾦調達・支払金利の負担

　後年度負担の固定化

　コストパフォーマンスの向上（建設工事時）

　コストパフォーマンスの向上（維持管理運営時）

　事業者の参入意欲

DB+O方式 DBO方式 BTO方式

　有田周辺広域圏事務組合の関与

以上の検討結果をもとに総合的に評価した結果、最も相応しい事業方式を

DBO 方式とし、運営期間を２０年としました。 

7．VFMの考え方 9．定性的評価 

V F M

建設費

維持管理費

運営費

リスク対応費

資金調達費

PSCの公共の支出

リスク対応費

資金調達費

利益、税金等

DBO方式及びDB+O方式の
公共の支出

建設費

維持管理費
運営費

公設公営方式

（PSC)

定量的評価結果 － VFM:2.7% VFM:4.5% VFM:-5.8%

定性的評価結果 22点 28点 30点 22点

総合評価 △ 〇 ◎ △

DB+O方式 DBO方式 BTO方式

公設公営方式


